別紙様式
平成22年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名: 新エネルギー導入促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　商工労働部 商工政策課 新産業・新エネルギー担当　電話番号：058-272-1111（内3051）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：409千円（前年度予算額：474千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）低公害車普及促進対策費補助金に対する協調補助
・県内の運輸部門での次世代化を図るため、軽電気トラックへの協調補助を実施。
・補助対象事業者：県内に事業所を持つ運送事業者、自動車リー　　　　　　　　　　　　ス業者（低公害車普及促進対策費補助金を受ける者に限る）

　・補助対象車両　：軽電気トラック

　・補助率　　　　：１万円／１台
（２）ビジネスミーティングの開催

・県内事業者に対し、新エネルギーの活用等に関する情報提供の機会を設け、効果的な導入を支援する。
・新エネルギーや省エネルギーの設備、リサイクル認定製品等を取り扱う事業者に、商談までにつながる場を提供。
	２　所要経費


（1） 新規（200）
　○低公害車普及促進対策費補助金に対する協調補助
（2） 継続（209）
　○ビジネスミーティングの開催

　　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

１３　岐阜エコプロジェクト

自然エネルギーの導入促進、省エネルギーの促進
	２　これまでの取組状況


○国土交通省の「低公害車普及促進対策費補助金」は、地球温暖化対策の観点から、トラック・バス・タクシー事業者に、低公害車導入に対する支援を実施。（H22～）

○運輸部門での次世代化を図るため、事業者への支援が効果的。

○ビジネスミーティングは平成21年度に１回開催。平成22年度も開催を検討中。

	３　これまでの取組に対する評価


○「低公害車普及促進対策費補助金」は、自治体その他これに準ずるもの（トラック協会等）の協調補助が要件（協調補助の補助率・金額の規定なし）。

○低公害車のうち軽電気トラックについてはトラック協会の補助が無く、導入が進まない状況。

○地域住民や県内事業者が新エネルギー導入の取り組みに参加するため普及啓発や情報提供が必要となる。
○平成21年度のビジネスミーティングは電気自動車タクシーの導入に関するもので、講師を招き先進事例を発表。県内事業者への啓発が図られた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	474
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	474

	要求額
	409
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	409

	決定額
	409
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	409
































